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Ⅰ はじめに

第二次世界大戦後の東南アジア諸国の経済は，工業化によって急速に発展した。多くの国々は，1960

年代から70年代にかけての輸入代替型工業化から1980年代以降の輸出指向型工業化へと工業化戦略を

転換した。そして東南アジアの場合，地場系企業ではなく外資系企業が担い手であり，その傾向は電

機産業において特に顕著であった。1980年代以降の電機産業においては，外資系企業が東南アジア各

国に生産拠点を置き，東南アジア各国で生産や輸出を牽引していた。

しかし2000年代に入り，東南アジア各国間の電機産業の生産額や輸出額の差異が拡大していった。

例えば2007年と2010年の家電製品生産額を比較すると，マレーシアが約20％増加したのに対して，フィ

リピンでは約30％減少した。このように，東南アジア諸国間の差異が拡大した理由は何であろうか。

理由として考えられるのが，東南アジア各国が相次いで締結・発効してきたFTA（Free Trade
 

Agreement：自由貿易協定）である。特に，1990年代までの日系電機メーカーは各国に直接投資を実
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施し生産活動を行ってきたが，いくつかのメーカーは現地生産からFTAを利用した輸入に切り替える

ようになった。FTAと東南アジアにおける日系電機メーカーの活動には関連性があると考えられる。

しかし，FTAに関する研究では，Takanashi and Urata（2009）やKawai and Wignaraja（2010）

は，2000年代以降に企業によるFTAの利用率が上昇してきた事実を明らかにし，McDonald,Robinson
 

and Thierfelder（2008）に代表される計量分析は，FTAが貿易に与える効果を推計してきたものの，

FTAが及ぼす日系電機メーカーへの影響については触れていない。また，日系電機メーカーに関する

研究では，森澤（2004），穴沢（2010）は日系電機メーカーから地場系企業への経営資源の移転に主眼

を置いており，FTAの影響についての具体的な分析を行っていない。また，林（2001）や春日（2010）

は，日系電機メーカーが考慮する要因として，産業の集積化や規模の経済による製造コストの低下，

人件費の高騰，各種恩典，1985年のプラザ合意後の円高に加え，東南アジア各国が確立してきたFTA

を指摘している。しかしながら，これらの研究もまたFTAを主要な要因とみなしておらず，FTAとの

関連性を具体的には考察していない。

FTAと東南アジアにおける日系電機メーカーの活動との関連性を明らかにした唯一の論文は，助川

（2010）である。助川論文はFTA発効後の日系電機メーカーの生産拠点数の増減や電機産業における

貿易特化係数の変化を分析し，ヒアリング結果も踏まえ，FTAが東南アジアにおける日系電機メー

カーの活動と関連していると結論付けた。筆者は日系電機メーカーの中でも特にテレビメーカーに焦

点を絞り，助川論文が示した生産拠点数の増減や貿易特化係数の変化の延長線上にある生産量や輸出

額の増減を分析し，FTAを理由として日系テレビメーカーが主にマレーシアで生産するようになった

事実を明らかにした 。本論では，エアコンと冷蔵庫を製造する日系白物家電メーカーの事例を分析す

る。その理由として，第１に，この２品目はテレビと同様に，FTAの発効以前は関税が高止まりして

おり発効後に大幅に関税が削減された製品であるためである。第２に，この２品目はテレビと並んで

単価が高く，今後世帯普及率の上昇が見込め，白物家電メーカーが特に重視する家電製品であるから

である 。本論では日系白物家電メーカーの事例の分析を基に，FTAが東南アジア諸国の工業化に与え

る影響を考察していく。その際には，マレーシアを中心に東南アジア各国，特に白物家電の生産量や

輸出額が多いタイを含めて考察する。

資料としては，筆者が2013年５月に実施した日系白物家電メーカーへのインタビューと，業界団体

が発表した報告書や統計を主に用いる。

Ⅱ 東南アジア諸国の白物家電産業と日系企業

１.輸出指向型工業化への移行

東南アジア諸国は1960年代から輸入代替工業化を進めていたが，1970年代に入ると問題に直面した。

その問題とは，国内市場の制約である。当時の輸入代替工業化の対象は軽工業が中心であったが，資

本財生産を含む工業諸部門に移行するにあたっては，一国市場を超える大規模な市場が必要であっ
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１)猿渡（2012）。
２)西田（2010），125ページ。
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た 。大規模な市場を実現するため，AIP（ASEAN Industrial Project：ASEAN共同工業プロジェ

クト），AIC（ASEAN Industrial Complementation：ASEAN工業補完）計画，PTA（Preferential
 

Trading Agreements：特恵貿易制度）の３政策が採用された。しかし，各国間の利害対立や外資系企

業への警戒を理由として，これらの政策はほとんど成果が見られなかった 。

東南アジアの工業化戦略の転機は，1985年９月のプラザ合意である。合意直後から円高・ドル安を

背景として日本から東南アジア諸国への直接投資が急増し，国際分業が急速に進行した。東南アジア

各国は，外資に依存した輸出指向型工業化戦略を採用するようになった 。

外資系企業による東南アジアへの直接投資を東南アジア各国やOECD，それに日本の財務省の統計

から確認しておくと，マレーシアでは金額・件数ともに電機産業が１位，タイでは金額こそ化学・紙

産業に１位の座を譲るものの，件数では電機産業が１位の座を占めている 。マレーシア，タイの２カ

国に関していえば，電機産業は直接投資の重要な受入先であった。また，国別統計を見ると，マレー

シア，タイ，インドネシア，フィリピンの４カ国に関しては，日本からの直接投資受入額が，米国や

EUからの受入額を上回っていた。東南アジア諸国にとって日本は最大の直接投資国であった。さらに，

日本による東南アジア諸国への直接投資について産業別の統計を見ると，電機産業の投資件数ではマ

レーシア，フィリピンが１位，タイが２位，ベトナムが３位，インドネシアが５位となっており，投

資金額では，マレーシア，タイ，フィリピン，ベトナムが１位，インドネシアが３位となっている。

日本からの東南アジアへの直接投資は，主として電機産業においてなされてきた。以上の事実から，

日系電機メーカーが東南アジア諸国の工業化を主に担ってきたといえる。

２.FTAによる関税削減

2000年代に入り，日系電機メーカーは東南アジアのFTAを利用するようになった。東南アジアで

FTA締結の動きが本格化する契機となったのは，AFTA（ASEAN Free Trade Area：ASEAN自由

貿易地域）である。AFTAは1992年１月に署名された。AFTAの署名によってCEPT（Common Effec-

tive Preferential Tariff：共通効果特恵関税）スキームが実施され，ASEANに加盟する先発６カ国

は2001年からの７年間で，IL （Inclusion List：適用品目リスト）の域内関税率５％以下への削減を

目指した。さらに1999年の第13回AFTA協議会では，AFTAの目標関税を「０～５％」から「関税撤

廃」に変更し，先行加盟国は2015年までに関税を撤廃することで合意した 。

CEPTスキームの下で，日系電機メーカーが生産するエアコンや冷蔵庫の関税が削減された。表１，

表２にみられるように，エアコンに関してはタイ，インドネシア，フィリピンが2002年，マレーシア

東南アジアのFTAとマレーシアの工業化

３)清水（1998），29ページ。
４)清水（1998），51-58ページ。
５)清水（2013），４ページ。
６)インドネシア，フィリピン，ベトナムの３カ国については，電機産業が外国からどの程度投資を受け入れたのかを把
握できない。

７)品目リストはその他に，「引き下げ準備が整っていない品目リスト」，防衛，学術的価値から関税率削減対象としない
「一般的除外品目リスト」，未加工農産物等適用品目への移行を弾力的に行う「センシティブ品目リスト」，コメ等の「高
度センシティブ品目リスト」がある。詳細は助川（2009），43-44ページを参照。

８)助川（2009），44-45ページ。
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が2003年，ベトナムが2006年にそれぞれ５％以下に削減した。また，ベトナムを除く４カ国は2010年

に関税の完全撤廃を実現している。冷蔵庫に関しても，タイ，フィリピンが2002年，マレーシアが2003

年，ベトナムが2006年にそれぞれ５％以下に削減し，このうちベトナムを除く３カ国は2010年に関税

を撤廃した。インドネシアに至っては，2002年に関税を撤廃している。

こうして域内における関税が削減ないし撤廃された一方で，日本や，中国，韓国といった域外国と

のFTAでは，東南アジアの多くの国がエアコンと冷蔵庫を関税削減の対象外としてきた。表３は

AFTAやASEAN・日本間，ASEAN・韓国間，それにASEAN・中国間のFTAを利用した場合の関税

率を表しているが，AFTAと域外国とのFTAとの間では関税削減の速度に相違がみられることがわか

る。東南アジア諸国は域内貿易の自由化を進める一方で，域外の主要国とのFTAでは依然として関税

を設け，域内産業の保護を図っている。

（出所）WorldTariff Databaseを基に筆者作成。

表３ FTAを利用した場合のエアコン・冷蔵庫関税率

表１ AFTAを利用した場合のエアコン関税率（単位：％）

（出所）東南アジア各国の関税譲許表を基に筆者作成。

表２ AFTAを利用した場合の冷蔵庫関税率（単位：％）

（出所）東南アジア各国の関税譲許表を基に筆者作成。
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また，2000年代以降，東南アジア各国はAFTAにとどまらず，ASEAN域外国と二国間FTAを締結

し，さらにASEANとしても域外国とのFTAを締結するようになった。東南アジア諸国と域外国との

FTAのうち，日系電機メーカーにとって重要なFTAは，インドとのFTAである。インドは近隣国に比

べて輸入関税率が高い 。そこで日系電機メーカーは当初，輸送費用を少しでも抑えるためにインドで

の生産を試みていたが，物流や電力，水のインフラに多くの問題があり，現地生産は困難を極めた 。

ある東南アジアの国がインドとの間でFTAを締結すれば，日系白物家電メーカーは東南アジアの国で

生産し，インド市場に向けて輸出すると考えられる。

３.FTAの原産地規則の改正

もっとも，AFTAに関しては，関税が削減された当初は利用率が極めて低い水準にとどまっていた。

その主たる理由として，原産地規則の取得手続きが挙げられていた 。AFTAの原産地規則は当初，

付加価値基準のみであった。付加価値基準の下では，域内特恵関税を受益する条件としてASEAN内で

の付加価値40％以上が必要である。しかし，為替レートや原材料費の変動，そしてとくに家電製品で

は製品サイクルの短期化に伴う急速な価格下落によって，原産地比率が変動するケースが頻発した。

そのため定期的に原産地証明を見直す必要があったが，この見直しが間に合わないことも多く，付加

価値基準は家電メーカーにとっては利用しづらい原産地規則であった。さらに，AFTA利用製品につ

いてモデルごとに原産地比率の管理が求められるため，モデルを数多く有する企業の場合，それだけ

で大きな負担となっていた 。この原産地規則問題に対して，ASEANは積極的に取り組んできた。

AFTAの原産地規則は2008年８月に変更され，家電製品においてはそれまでの付加価値基準に加えて

関税番号変更基準が認められた。

製造工程を経ることで輸入時と輸出時の関税番号が異なれば原産国として認められる関税番号変更

基準は従来，木製品，アルミニウム製品，および優先統合分野など一部に限られていたが，2008年か

ら他の製品にまで適用対象が拡大され，最終組立さえ行えばASEAN原産が取得できることとなっ

た 。選択制の導入によって企業は調達の幅が広がるとともに，業種によっては原産地規則にかかる管

理コストの低減が可能になり ，AFTAはより利用しやすいFTAへと進化した。

Ⅲ FTAが与える東南アジア諸国の白物家電産業と日系企業への影響

前節で論じたように，2000年代以降にASEAN諸国間，東南アジア諸国とインドとの間でFTAが締

結・発効され，さらに原産地規則が改正された。本節では，FTAが日系白物家電メーカーにどのよう

な影響を与えたのかについて分析するため，生産拠点の集約化，生産量の変化，貿易額の変化をそれ

９)2014年時点でも全品目における関税撤廃率は３％台に過ぎず，他のアジアの国と比較しても保護水準が高い。
10)『ジェトロセンサー』2007年８月号，24ページ。
11)Takahashi and Urata（2009),p.4.
12)助川（2011），88-89ページ。
13)飯塚（2010），205-206ページ。
14)助川（2011），89ページ。
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ぞれ見ていく。

１.生産拠点の集約化

2000年代以降，一部の日系白物家電メーカーは重複していたエアコンや冷蔵庫の生産体制を再度見

直し，改めてタイやマレーシアへの集約を推進した。まずAFTAに関してはダイキンのように，ロー

コストのルームエアコン事業を強化するため，M&Aによってマレーシアの現地系資本企業を傘下に

置き，近隣国に製品を輸出する企業が現れた。また，別のメーカーの場合，従来はタイ工場からキッ

トを輸出しベトナムで組み立てていたが，ベトナムの組立では品質面の不安が解消できなかった。そ

こでCEPTスキームの下でベトナムの冷蔵庫の輸入関税が2006年から５％に削減されたことを受け

て，ベトナムでの生産をタイからの輸入に置き換えた 。インドとのFTAに関しては，ある企業はそ

れまでインドの現地企業と合弁でエアコンを生産していたが販売会社化し，FTAを使ってタイからイ

ンドに輸出するようサプライチェーンを変更した 。また，東芝はタイ・インドFTAのアーリー・ハー

ベスト・スキームを活用して，2005年は1,400台，2006年には6,000台もの１ドア冷蔵庫をタイからイ

ンドへ輸出した 。

2013年５月に筆者が実施したインタビュー調査によれば，日系白物家電メーカーＡ社は事業部ごと

に生産拠点を建設した結果，ASEAN域内または一国内で拠点の重複があり，後に非効率であると問題

視するようになった。そこで生産拠点を整理し，FTAを利用して特定の国から他国への輸出を図るよ

うになった。Ａ社は社内全体でFTAへの関心を共有しており，関税番号や関税の削減率，協定の発効

状況等が社内のポータルサイトから閲覧できるようになっている。日常業務の中に，FTAを利用した

購買・調達が織り込まれているのである 。

そこで，エアコンと冷蔵庫の生産拠点の集約状況を見ていくと，2000年代の日系メーカーは，表４

に見られるように生産拠点をタイやマレーシアに集約していった。2011年時点で，エアコンではタイ

が６社，マレーシアが３社，インドネシアが１社，フィリピンが１社，ベトナムは０社となっている。

一方で，冷蔵庫ではタイが５社，インドネシアが３社，ベトナムが２社，フィリピンが１社，マレー

シアが０社である。拠点数だけでいえば，エアコンはタイやマレーシア，冷蔵庫はタイに集約されて

きた。

２.生産量の変化

日系白物家電メーカーの生産拠点の集約は，東南アジア各国の生産台数の増減に大きく影響を及ぼ

した。図１は東南アジア各国の日系メーカーによるエアコン生産台数，図２は冷蔵庫の生産台数の推

移を示している。また，図１，図２の楕円で囲まれた箇所は，東南アジアでFTAに伴う変化が起きた

年の，各国の生産状況を表している。

15)飯塚（2010），206ページ。
16)経済産業省原産地証明室（2012）。
17)Kato (2008),p.8.
18)2013年５月13日に実施した，日系家電メーカーＡ社社員へのインタビュー調査に基づく。
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まず，AFTAのCEPTスキームの下で関税が削減された2003年から，タイにおけるエアコンと冷蔵

庫の生産台数が伸長した。次にインドとのFTAに関しては，TIFTA（Thailand-India Free Trade
 

Agreement：タイ・インド自由貿易協定）のアーリーハーベストの下で82品目の関税が削減された

2004年に，タイの生産量が前年と比べて114万台増加した。その後もタイが東南アジアで最も生産台数

が多く，2011年時点で601万台を生産している。また，マレーシア・インド間のFTAであるMICECA

（Malaysia -India Comprehensive Economic Cooperation Agreement：マレーシア・インド包括

的経済協力協定）が発効した2011年にはマレーシアの生産台数が266万台も増え，450万台に達してい

る。冷蔵庫に関しては2003年からタイが急増したものの，他の国の生産台数はほぼ横ばいか微増，も

しくは微減している。生産拠点数の変化は生産台数の変化を引き起こしたのである。

表４ 東南アジアにおけるエアコン，冷蔵庫生産拠点の数（単位：社）

（出所）『ワールドワイドエレクトロニクス市場総調査』を基に筆者作成。

図１ 東南アジア各国の日系メーカーによるエアコン生産台数の推移（単位：1,000台）

（出所）『ワールドワイドエレクトロニクス市場総調査』を基に筆者作成。
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３.貿易額の変化

日系白物家電メーカーによる拠点集約は東南アジア各国の生産台数のみならず，貿易にも大きな影

響を与えた。図３の東南アジア域内のエアコン貿易額を見ると，タイの東南アジア向け輸出超過額が

大きく増加しマレーシアがやや増加する一方で，他の３カ国は輸入超過額が年々増加していることが

読み取れる。なお，2011年にマレーシアの生産台数が急増したにもかかわらず図３に反映されていな

いのは，製品の多くがインドに輸出されたからである 。

図２ 東南アジア各国の日系メーカーによる冷蔵庫生産台数の推移（単位：1,000台）

（出所）『ワールドワイドエレクトロニクス市場総調査』を基に筆者作成。

19)マレーシアのインド向けエアコン輸出金額は，2011年に約70％増加した。

図３ 東南アジア域内のエアコンの貿易額（ネット）（単位：1,000ドル）

（出所）UN Comtrade Databaseを基に筆者作成。
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また，図４の冷蔵庫貿易額に関しては，エアコンと同様にタイが輸出を年々拡大しており，反対に

その他の４カ国は現状維持か減少傾向にある。2011年時点でエアコンの輸出超過を示す国はタイとマ

レーシアの２カ国であり，冷蔵庫の輸出超過となった国はタイのみである。

以上のように，AFTAのCEPTスキーム下での関税削減の進展や，TIFTA，AIFTA，MICECAと

いった東南アジア諸国とインドとの間でFTAが発効した2000年代以降，東南アジア地域における白物

家電の生産拠点は特定の国に集約されていった。エアコンは主としてタイ，マレーシアに集約され，

冷蔵庫はタイに集約された。それでは，なぜタイやマレーシアが白物家電製品の生産拠点の集約先と

して選ばれたのであろうか。また，集約とFTAに関連性はあるのか。次節で考察していく。

Ⅳ タイとマレーシアにおけるFTAの興隆と生産拠点の集約

１.東南アジアにおけるFTAの興隆

1990年代までの東南アジア諸国の通商政策は，WTO下での交渉に重点を置いていた。1990年代に東

南アジア諸国が締結・発効したFTAは，わずかにAFTA１件のみである。しかし，2001年にシンガポー

ルがニュージーランドとFTAを発効して以来，タイとマレーシアは他の東南アジアの国や東南アジア

域外の国とFTAを締結・発効するようになった。

タイでは2001年にタクシン政権が発足しFTA交渉を進めた結果，2005年にオーストラリア，ニュー

ジーランド，2007年に日本とFTAを発効した。また，インドとの間では，アーリーハーベストで指定

された82品目の関税を2004年から段階的に引き下げ，2006年には関税の完全撤廃が実現した。2000年

代の半ばまで，タイは東南アジアにおけるFTAの先進国であった。一方，マレーシアは，2008年以前

は日本とFTAを発効しただけでありタイに大きく遅れをとっていたが，2009年にナジブ政権が発足し

図４ 東南アジア域内の冷蔵庫の貿易額（ネット）（単位：1,000ドル）

（出所）UN Comtrade Databaseを基に筆者作成。
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てからは2010年にニュージーランド，2011年にインド，ベトナムとFTAを相次いで発効した。特に対

インドFTAに関しては，ナジブがイスラム原理主義者やテロリズムへの対決姿勢を明確に打ち出した

ことでインドとの関係が大きく改善され，FTAの交渉から発効に至るまで一連の流れがスムーズに進

んだ 。

２.タイへの生産拠点の集約とFTA

タイの場合，FTAの発効以前から既に多国籍企業，特に日系メーカーが多数の白物家電製品の生

産・輸出を行っていたため，裾野産業が発達していた。また，タイは周辺諸国と比べて労働力不足に

それほど悩まされず，人件費の上昇速度が緩やかであった 。

2000年代以降，タイはエアコンの生産国，そしてFTAを利用した輸出国として台頭した。このこと

は，日系白物家電メーカーのFTA利用率に表れている。まずAFTAにおいては，エアコンは2012年の

FTAの利用率が５番目に高い製品である。上位４品目はディーゼル乗用車（1500～2500cc），以下貨物

自動車（重量５トン以下），メカニカルショベル等，ガソリン乗用車（1000～1500cc）と自動車関連製

品であることを考慮すれば，白物家電製品のみならず電機製品の中でも最も多く利用される製品がエ

アコンであったことが読み取れる 。また，FTAを利用した場合のインドへの輸出品目を見ると，自

動車関連製品を含めてもエアコンの利用率が最も高かった。エアコンは全製品の中でも特にFTAを利

用して輸出入が行われる電機製品であった。

冷蔵庫もまた，FTAによる関税削減効果を享受した製品である。AFTAのCEPTスキームの下で

2006年にベトナムの輸入関税がそれまでの20％から５％に下がり，完成品のタイからの輸入が容易に

なった。その一方で，インドとのFTAによる関税削減効果はより限定的であった。AIFTAやTIFTA

のアーリーハーベストでは，交渉の末インド側の要望が通り１ドアのものに限定され，売れ筋の２ド

ア冷蔵庫は長らく関税削減の対象外とされてきた。2012年にTIFTA第２修正議定書が発効され，２ド

ア冷蔵庫もようやく関税削減対象品目となった 。この修正を受けて，今後はタイからの冷蔵庫の輸出

のさらなる増加が予想される。

３.マレーシアへの生産拠点の集約とFTA

マレーシアは，電機産業の勃興当初から輸出志向の電気部品と国内向け家電が主要な２つのサブセ

クターであったが，最近では家電製品の重要な輸出国と変わりつつある 。その前提として裾野産業の

発達が挙げられる。マレーシアは周辺国と比較すると部品の調達が容易であり，また，研究・開発，

製造，流通といったすべての工程をカバーできる。FTAによって関税面におけるタイに対する不利が

解消されれば，マレーシアから輸出するメリットは一定程度あると考えられる 。

20)McKinnell (2013).
21) Ismail and Yussof(2003),pp.392-396.
22)『通商弘報』2013年５月１日。
23)『通商弘報』2013年５月２日。
24)Ariff(2007),p.38.
25)『ジェトロセンサー』2010年８月号，21ページ。
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マレーシアはタイと同様に，エアコンの生産国，FTAを利用した輸出国として台頭した。まずAFTA

に関しては，インドネシアやベトナムのエアコン輸入に占めるシェアの変遷を見ると，マレーシアは

タイとともにシェアが大幅に上昇しており，AFTAは，マレーシアからのエアコン輸出の拡大に影響

を及ぼしたと考えられる 。またインドとのFTAに関しては，マレーシアは2010年１月にインドとの

間でAIFTA（ASEAN -India Free Trade Agreement：ASEAN・インド自由貿易協定）が発効し

たのに続いて，2011年７月にはMICECAが発効した。発効後の約１年間で，マレーシアの対インド輸

出は約43億ドルに上り，対インド輸入は10.3億ドルを計上した。この輸出増には家電製品が原油や石

油，輸送機器と並んで寄与している 。

日系白物家電メーカーＡ社へのインタビュー調査によれば，Ａ社は中東向けの輸出拠点 としてイ

ンドに工場を建設し稼働したものの，インドは裾野産業がそれほど発達しておらず，当面はFTAを利

用してエアコン用の基幹部品をマレーシアから輸出するということであった 。マレーシアからイン

ドへの輸出にFTAが関係していたのである。

AIFTAとMICECAではともに，マレーシア製のエアコンの関税が段階的に削減されている。さら

に，2010年に発効したAIFTAの下では2021年になって関税が完全に撤廃されるのに対して，2011年に

発効したMICECAは2016年に完全撤廃されるというように，マレーシアからインドへのエアコン輸出

にかかる関税の削減が加速してきた。MICECAを利用してマレーシアからインドへエアコンを輸出す

る動きが，今後さらに見込まれる。

自国市場だけでなくより市場が大きい近隣国への輸出拠点としての役割をも担うことで，マレーシ

アの白物家電産業の成長は実現した。そしてその成長を可能にしたのは，コストを削減するため生産

拠点を集約し，FTAを利用して輸出しようとする日系メーカーであった。

Ⅴ おわりに

本論では東南アジアのFTAが工業化にどのような影響を及ぼしたのかについて，電機産業，とくに

日系白物家電メーカーを事例に取り上げて分析した。分析結果は次の通りである。まず，東南アジア

諸国が発効したFTAを契機として，日系白物家電メーカーによる東南アジア内の生産体制の見直しが

起きた。すなわち，AFTAのCEPTスキームの下で関税が削減されたため，東南アジア各国に生産拠

点を構築する必要がなくなり，タイやマレーシアに拠点を集約してその拠点からFTAを利用して近隣

国に輸出するようになった。また，インドとのFTAの発効はインド市場向け生産拠点としてのマレー

シアの台頭を促した。

白物家電製品を個別に見ておくと，エアコンに関してはタイやマレーシアでの生産が急増し，他の

東南アジア諸国やインドへの輸出が増えている。また，冷蔵庫に関してはタイの生産・輸出が大きく

26)椎野（2010）。
27)McKinnell (2013).
28)中東の消費者の間で評判が高いのはマレーシア製や日本製，欧州製であり，中国製はあまり人気がない。『ジェトロ
センサー』2008年１月号，20ページ。

29)2013年５月13日に実施した，日系家電メーカーＡ社社員へのインタビュー調査に基づく。
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増大した。その一方で，インドネシア，ベトナム，それにフィリピンは，エアコンと冷蔵庫の生産・

輸出が低迷し続けている。これらの分析結果を基に，東南アジアのFTAが工業化に与えた影響は以下

のように換言できる。FTAは，近隣国の生産能力を吸収しながら特定の国への生産拠点の集約を引き

起こす。その結果，特定の国の生産量や輸出金額を上昇させる。

エアコンや冷蔵庫といった最終財のタイ，マレーシアへの生産拠点の集約は，東南アジア内におけ

る中間財の既存生産拠点の集約や新規投資に結びつき，両国における工業化の深化に結びつく可能性

がある。部品点数が比較的多い電機産業においてはこれまで，国境を越えた工程の細分化が起こって

いるとされ，近年の中間財貿易の増加の理由とされてきた。今後は，最終財のみならず中間財の生産

体制の変化も分析する必要があろう。

本論では東南アジアのFTAと工業化との関連性を白物家電産業の事例を中心として分析したが，今

後は日本からの直接投資や日系企業の生産，そして最終財のみならず中間財貿易をも詳細に分析する

ことで，マレーシアの工業化，電機産業，それにFTAの実態を明らかにしていきたい。
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